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区有財産貸付契約書 

 

 

 貸付人文京区（以下「甲」という。）と借受人     （以下「乙」という。）は、次

の条項により区有財産貸付契約（以下「本契約」という。）を締結する。 

 

（貸付物件） 

第１条 甲は、次の物件（以下「貸付物件」という。）を乙に貸し付ける。 

物件の表示 

名称 所在地 貸付場所 貸付面積 

  
別紙１ 

図面のとおり 
 

（用途の指定） 

第２条 乙は、貸付物件を飲料用自動販売機（以下「自動販売機」という。）及び使用済容

器回収ボックス（以下「自動販売機等」という。）の設置のために使用しなければならな

い。 

２ 乙は、貸付物件を前項に規定する用途に供するに当たり、別紙２仕様書に記載された

事項を遵守しなければならない。 

（貸付期間） 

第３条 本契約の貸付期間は、令和３年１０月１日から令和６年９月３０日までとする。 

（契約更新） 

第４条 本契約は、前条に規定する貸付期間の満了時において、本契約の更新又は貸付期

間の延長を行わない。 

（貸付料の額） 

第５条 貸付料は、月額○○○円とする。ただし、乙は、別に消費税及び地方消費税相当

額を支払わなければならない。 

２ １月未満の貸付期間に係る貸付料は、前項に規定する月額貸付料を当該月の日数で除

した額に、当該月の貸付日数を乗じて得た額とする。この場合において、１円未満の端

数が生じたときは、これを切り捨てる。 

（貸付料の支払） 

第６条 乙は、前条に規定する貸付料を、貸付期間中の年度ごとの前納とし、甲が発行す

る納入通知書により、甲の定める納付期日までに支払わなければならない。 

２ 前項の年度は、４月１日から翌年３月３１日までの期間をもって、１年度とする。 

３ 乙は、甲の定める納付期日までに貸付料を支払わないときは、その翌日から支払の日

までの日数に応じ、遅延利息として貸付料の金額に年（閏
じゅん

年の場合も、３６５日とする。）

物件番号１～１３，１６用 
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１４．６パーセントの割合（当該期間の属する各年の延滞金特例基準割合（租税特別措

置法（昭和３２年法律第２６号）第９３条第２項に規定する平均貸付割合に年１パーセ

ントの割合を加算した割合をいう。以下同じ。）が年７．３パーセントの割合に満たない

場合には、その年中においては、その年における延滞金特例基準割合に年７．３パーセ

ントの割合を加算した割合とする。）を乗じて得た額（１００円未満を切り捨てる。）を

甲に支払わなければならない。 

（電気料金の支払） 

第７条 乙は、貸付物件に設置した自動販売機に係る電気使用量を計るための子メーター

を設置するものとする。 

２ 甲は、前項の子メーターにより計量した月ごとの電気使用量に基づき、電気料金を算

定し、使用した月の翌月末日までに乙に納入通知書を発行する。 

３ 乙は、前項の納入通知書により、甲の定める納付期日までに電気料金を支払わなけれ

ばならない。 

４ 前条第３項の規定は、乙が甲の定める納付期日までに電気料金を支払わない場合にお

いて、準用する。 

（自動販売機等の設置及び撤去） 

第８条 乙が貸付物件に設置できる自動販売機の数は、１台とする。 

２ 乙は、次に掲げる事項を決定するに当たり、甲と協議するものとする。 

 ⑴ 自動販売機等の設置位置 

 ⑵ 自動販売機等の設置の期日 

 ⑶ 自動販売機等の撤去の期日 

３ 乙は、前項第２号及び第３号の期日を遵守し、遅滞なく自動販売機等の設置及び撤去

に係る作業を行わなければならない。 

４ 自動販売機等の設置及び撤去に要する費用は、乙の負担とする。 

（転貸等の禁止） 

第９条 乙は、貸付物件を転貸し、又はその賃借権を譲渡し、若しくは担保に提供しては

ならない 

（契約不適合責任） 

第１０条 甲は、貸付物件が種類、品質又は数量に関して本契約の内容に適合しないもの

である場合においても、その責めを負わない。 

（貸付物件等の維持保全及び安全管理） 

第１１条 乙は、善良な管理者としての注意をもって貸付物件及び乙の設置した自動販売

機等（以下「貸付物件等」という。）の維持保全及び安全管理を行わなければならない。 

２ 貸付物件等の維持保全及び安全管理のために支出する費用は、全て乙の負担とする。 

３ 乙は、貸付物件等の維持保全又は安全管理の不備によって、第三者に損害を発生させ

たときは、その賠償の責めを負うものとし、甲が代わって賠償の責めを果たしたときは、
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甲は、乙に求償することができる。 

（自動販売機の盗難等） 

第１２条 甲は、乙が設置した自動販売機等、子メーター又は販売品の盗難又は毀損の被

害があった場合において、甲の責めに帰することが明らかであるときを除き、乙に対し

て賠償の責めを負わない。自動販売機内の売上金又は釣銭の盗難の被害があった場合も、

同様とする。 

（毀損等の報告） 

第１３条 乙は、次の各号のいずれかに該当する場合は、直ちに書面により甲に報告し、

甲の指示を受けなければならない。 

 ⑴ 貸付物件等が毀損したとき。 

 ⑵ 氏名若しくは名称、代表者又は主たる事務所の所在地に変更があったとき。 

 ⑶ 合併し、解散し、又は営業を停止し、廃止し、若しくは譲渡したとき。 

 ⑷ 強制執行、仮差押、仮処分又は競売の申立てを受けたとき。 

 ⑸ 特別清算、再生手続、更生手続又は破産手続開始の申立てがあったとき。 

（売上げの報告） 

第１４条 乙は、乙の設置した自動販売機の販売数量及び売上金額について、四半期ごと

にその最後の月の翌月の２０日までに、甲の指定する様式により甲に報告しなければな

らない。 

（調査権） 

第１５条 甲は、必要に応じて貸付物件の使用状況について、自ら調査し、又は乙に対し

報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

２ 前項の場合において、乙は、正当な理由がなく甲の調査を拒み、若しくは妨げ、又は

報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

（契約の解除） 

第１６条 乙が本契約に定める義務を履行しない場合において、甲が乙に対し相当の期間

を定めて当該義務の履行を催告したにもかかわらず、乙がその期間内にこれを履行しな

いときは、甲は、本契約を解除することができる。 

２ 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、乙に対し催告その他の手続を経る

ことなく、直ちに本契約を解除することができる。 

⑴ 銀行取引停止処分又は国税等滞納処分があったとき。 

⑵ 特別清算、再生手続、更生手続又は破産手続の開始決定があったとき。 

⑶ 主務官庁から営業禁止又は営業停止処分を受けたとき。 

⑷ 事実上営業を停止したとき。 

 ⑸ その他前各号に準ずる事由により、甲が本契約を継続し難いと認めたとき。 

（災害時における協力） 

第１７条 乙は、地震、風水害等の災害が発生した場合において、自動販売機を設置した
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施設の来場者、職員その他の関係者の飲料水の確保の必要があると甲が認めたときは、

甲の要請に基づき、次に掲げる事項を実施するものとする。 

⑴ 自動販売機内の販売品を無償提供すること。 

⑵ 自動販売機の取扱いについて甲に必要な助言を行い、又は自動販売機の操作を行う

こと。 

⑶ その他甲乙協議の上必要があると認めたこと。 

２ 前項の規定による要請は、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合に

は、甲は、乙に対し電話等により要請することができるものとする。 

３ 前項ただし書の場合において、甲は、乙に対し、後日速やかに協力の要請に係る書面

を提出するものとする。 

４ 乙は、第１項に規定する事項を実施するため、自動販売機の操作方法を記載した書面、

自動販売機の鍵等をあらかじめ甲に提出するものとする。 

５ 甲は、前項の規定により提出された物品等を厳重に保管しなければならない。 

６ 第１項に規定する事項の履行に関して必要な費用は、全て乙の負担とする。ただし、

甲が必要があると認めたときは、この限りでない。 

（暴力団等の排除） 

第１８条 甲は、乙が次の各号のいずれかに該当する場合は、乙に対し催告その他の手続

を経ることなく、直ちに本契約を解除することができる。 

⑴ 法人の役員又は使用人が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成

３年法律第７７号。以下「暴対法」という。）第２条第６号の暴力団員（暴力団員で

なくなった日から５年を経過しない者を含む。以下「暴力団員」という。）であると

き又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認められるとき。 

⑵ 法人の役員又は使用人が、業務に関し、不正に財産上の利益を図るため又は第三者

に損害を加えるために暴対法第２条第２号の暴力団（以下「暴力団」という。）又は

暴力団員を利用したと認められるとき。 

⑶ 法人の役員又は使用人が、暴力団又は暴力団員に対して、直接若しくは間接的に金

銭、物品その他の財産上の利益を与え、便宜を供与し、又は暴力団の維持若しくは運

営に協力したと認められるとき。  

⑷ 法人の役員又は使用人が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難される関係を有して

いると認められるとき。 

２ 乙が前項各号のいずれかに該当したときは、甲が契約を解除するか否かにかかわらず、

乙は、貸付期間中の貸付料合計額の１０分の１に相当する額を違約金として甲の指定す

る期間内に支払わなければならない。 

３ 甲及び乙は、警察と連携し、本契約に不当介入（事実関係及び社会通念等に照らして

合理的理由が認められない違法又は不当な要求、妨害その他契約内容の適正な履行を妨

げる一切の違法又は不当な行為をいう。以下同じ。）をしようとする暴力団、暴力団員
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又は暴力団若しくは暴力団員と密接な関係を有する者（以下「暴力団等」という。）を

排除するために必要な情報交換又は捜査協力等を行うものとする。  

４ 乙は、本契約の履行に当たり、次に掲げる事項を遵守しなければならない。  

⑴ 本契約に関して、暴力団等から不当介入を受けた場合は、き然として拒否し、速や

かに甲に報告するとともに、警察に届け出ること。  

⑵ 下請負人又は再受託者がある場合において、不当介入を受けたときは、き然として

拒否し、乙に速やかに報告するとともに警察に届け出るよう当該下請負人又は再受託

者を指導すること。  

（貸付料の不還付） 

第１９条 甲は、第１６条又は前条第１項の規定により本契約を解除したときは、既に納

付された貸付料を乙に還付しない。 

（貸付物件の返還及び原状回復） 

第２０条 貸付期間の満了により本契約が終了したとき又は本契約の解除があったときは、

乙は、貸付物件を甲に返還しなければならない。 

２ 前項の場合において、乙は、貸付期間の満了により本契約が終了したときは貸付期間

が満了する日までに、本契約の解除があったときは甲の指定する日までに、貸付物件を

原状に回復しなければならない。ただし、甲の承認を得た範囲においては、この限りで

ない。 

３ 貸付物件の返還に際しては、乙は、甲の立会いを求め、引き渡すものとする。 

（損害賠償） 

第２１条 乙は、その責めに帰する事由により貸付物件を毀損した場合は、その損害を甲

に賠償しなければならない。ただし、当該物件を原状に回復した場合は、この限りでな

い。 

２ 乙は、本契約に定める義務を履行しないために甲に損害を与えたときは、その損害を

賠償しなければならない。 

３ 甲は、第１６条又は第１８条第１項の規定による契約の解除により生じた乙の損害に

ついては、その賠償の責めを負わない。 

（有益費等の請求権の放棄） 

第２２条 乙は、貸付物件のために費やした改良費等の有益費、修繕費等の必要費その他

の費用を甲に対し請求することができない。 

２ 乙は、貸付期間の満了により本契約が終了した場合又は本契約の解除があった場合に

おいて、貸付物件に付加した造作の買取りを甲に対し請求することができない。 

（契約の費用） 

第２３条 本契約の締結に要する費用は、乙の負担とする。 

（疑義等の決定） 

第２４条 本契約の各条項の解釈について疑義が生じたとき又は本契約に定めのない事項
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については、甲乙協議の上定める。 

（管轄裁判所） 

第２５条 本契約から生じる一切の法律関係に基づく訴えについては、東京地方裁判所を

もって第一審の専属的合意管轄裁判所とする。 

 

 

 

 

 

 

 甲と乙は、本契約の締結を証するため、本書を２通作成し、それぞれ記名及び押印の上、

各自１通ずつ保有する。 

 

 

 

 

 

 

    年  月  日 

 

 

甲 東京都文京区春日一丁目１６番２１号 

文京区 

代表者  文京区長  成澤 廣修 

 

乙 


